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国土交通省 

 

【自動車局（トラック関係）】 

 

１．貨物自動車運送事業法の一部改正法への対応と、輸送秩序と公正競争の確立につ

いて 

改正貨物自動車運送事業法を踏まえた労働環境の改善、さらには輸送秩序・公正

競争の確立に向けて、以下の項目について監督官庁として対応されたい。 

（１）事業者の新規参入については、改正事業法の「規制の適正化」に基づき、引き続

き、厳正に対処されたい。具体的には、事業許可の後、運輸開始届けがあった段階

で事業所を現認し、許可基準を満たさない場合は許可を取り消されたい。 

また、事業開始後、地方貨物自動車運送適正化事業実施機関の通報によって運

輸支局が監査した段階で改善されていなければ、即座に許可を取り消されたい。 

（２）現行は全国一律５台となっている最低車両台数について、参入基準や不適正事

業者に対する処分が強化されたことについては評価するが、「事業を自ら適確に、

かつ継続して遂行する」には、安全教育の実施等を含め、運行管理と車両の整備管

理が十分に出来る事業規模が必要であることから、11台以上とされたい。 

（３）「荷主対策の深度化」については、この間、「長時間の荷待ち」「過積載運行の要

求」「依頼(契約)になかった附帯作業」「異常気象時の運行指示」「適正取引におけ

る運賃・料金等の不当な据置き」などに対し、「要請」、「働きかけ」が実施されて

いることは評価する。しかし、氷山の一角であるとの認識にあり、引き続き、情報

収集に努めるとともに、荷主が違反原因行為をしている疑いがあると認められる

場合には、厳正に対処されたい。また、情報提供を促す観点から「働きかけ」等を

実施した件数については、違反原因行為ごと分類の上、公表されたい。 

「適正取引における運賃・料金等の不当な据置き」については、昨年 12月に 13

社の社名が公表されたことにより、一定の改善効果は見込まれるが、引き続き、

公正取引委員会や中小企業庁との連携を強化し対応されたい。なお、「荷主対策の

深度化」は、2023 年度末までの時限的措置となっているが、今後の取引環境の改

善状況を注視し、改善が進まない場合には、期限延長や恒久化に取り組まれたい。 

（４）「標準的な運賃」の届出状況については、貴省と全日本トラック協会の普及啓発

活動により徐々に増えていることは評価する。また、昨年 12月に、公正取引委員

会が、「適正取引における運賃・料金等の不当な据置き」をしたとする 13社の社名

を公表したことにより、荷主との交渉に一定の改善効果は見込まれるが、これまで
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の取引慣行やコロナ禍における経済低迷、諸物価高騰などの影響により、依然とし

て厳しい状況もある。欧米諸国では、ドライバー不足が日本を上回る勢いで深刻化

しており、経済活動にも大きな影響を及ぼす状況となっているが、その主たる原因

は、劣悪な労働環境や労働条件にあると言われている。日本が同じ轍を踏まないた

めには、労働環境や労働条件の改善は急務であり、その原資となる適正運賃の収受

は待ったなしの状況にあると考える。 

ついては、「トラック輸送における取引環境・労働時間改善中央協議会」の場や、

関係省庁、事業者団体等を通じて、荷主への理解と協力が得られるよう、これま

で以上に強力に取り組まれたい。加えて、業界において「標準的な運賃」を基準と

した適正な運賃・料金等の普及が遅々として進まない場合は、「標準的な運賃の告

示」の期限延長や恒久化に取り組まれたい。 

  また、「特積み」は「貸切輸送」とはまったく異なる運送形態であり、別途、示

されたい。 

（５）輸送の安全の確保にあたっては、トラック事業者に対して、地方運輸局・運輸支 

    局等による監査を行っているほか、貨物自動車運送適正化事業実施機関による巡

回指導を、全事業所を対象に約３年に１度の頻度で行っているとのことであるが、

重大事故の背景には依然として不適切な運行管理の現状が見受けられる。また、

加盟産別組合が設置しているフリーダイヤルには、一般ドライバーから不適切な

運行管理や労務管理を行っている事業者に関する相談が、依然として多数寄せら

れている。 

ついては、以下の項目について監督官庁として対応されたい。 

① 行政監査要員について、この間、継続的に増員されていることは評価するが、 

前述の状況から、監査体制の大幅な強化が不可欠であると考えており、監査要員 

の抜本的増員に取り組まれたい。 

②「適正化事業実施機関」の機能を十分に発揮するため、より一層の責任体制の 

明確化や中立性・独立性の確保を図られたい。また、その役割が増えてきている 

ことから、指導員のさらなる専任化や増員に取り組まれたい。加えて、ブロック 

別巡回率の濃淡の是正および事業者数や離島・山間部等の巡回効率が低い地域 

の特性に見合った適正な指導員数の確保など、配置のあり方について検証された 

い。 

③ 2016年１月に発生した軽井沢スキーツアーバス事故を踏まえた改正道路運送 

法と同様、運行管理者資格の取得要件の試験合格者への限定、事業許可の更新制 

などの安全対策は、貨物自動車運送事業にも水平展開されたい。 

また、貸切バス 3,789事業者（2020年度末）に比して、トラックは 58,123事 
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業者（2020年度末）と多数であることから、許可更新制の導入にあたっては、厳   

しい審査要件をクリアしているＧマーク取得事業所については更新時の要件

を緩和するなど、効率的なチェック体制の充実に資する諸施策を講じられたい。 

（６）物流のデジタル化に取り組む中、運行管理の高度化・効率化等に向け、デジタ

ルタコグラフ（次世代運行記録計を含む）の装着は必須であると考える。 

したがって、新規登録車については、継続生産車を含めて装着を義務付け、使  

用過程車については、段階的に義務付けられたい。また、義務付けの対象を車両

総重量 3.5トン以上、最大積載量２トン以上に拡大されたい。 

（７）Ｇマークの認定要件に、「過重労働」による「労働災害」や「健康起因事故」の  

防止に向けた労働安全衛生法等関係法令の違反の有無や、「働き方改革」の推進に

向けた 36協定限度時間の超過の有無等を加えられたい。 

 また、インセンティブについては、自動車保険料等の割引の拡充や公共団体等

による入札における優遇策などについても検討されたい。  

（８）運送契約等の書面化について、全日本トラック協会の会員事業者(大手特積み事

業者 20 者)が取り組んでいる「トラック運送業の適正取引推進のための自主行動

計画」の 2020年度のフォローアップ調査結果について、昨年、報告を求めた結果、

貴省から「契約書面の締結状況に関し、概ね締結していると回答した発注者は約

９割だが、受注者からは約６割という回答であった。引き続き、あらゆる機会を

捉え、運送事業者や荷主企業等に対して、さらなる周知を図っていく」との回答

があった。この間、一定の改善は見られるものの、大多数を占める中小事業者の

実態を反映したものではなく、今なお書面化の取り組みが容易でない状況もある。

「全日本トラック協会および本計画取組事業者は、下請運送事業者との取引条件

の改善に向け本計画取組事業者以外の大手トラック運送事業者も本計画を率先し

て実施するよう、関係者に働きかけていくこと」とされている。また、「持続可能

な物流の実現に向けた検討会」では、多重下請構造における取引適正化が課題と

なっていることから、運輸安全マネジメントによる安全管理規定の届け出義務の

ある保有車両 200 両以上の事業者等への水平展開に向けて指導されたい。あわせ

て、書面化推進ガイドラインの浸透状況を検証しつつ、書面契約の義務化につい

て、具体的な年限を示すロードマップの提示も含めて検討されたい。加えて、運

送引受書の発出対象から除外されている特積についても書面契約の必要性は同様

のため、書面化ガイドラインの対象とされたい。 

（９） 適正化事業実施機関の巡回指導における社会保険等の状況が「否」の事業者は、

この間の取り組みの効果等により減少傾向にあることは評価するが、撲滅に向け、

引き続き強力に取り組まれたい。 
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（10）規制改革（自家用トラックによる有償運送、貨客混載等）について 

「白ナンバーの自家用トラックによる有償運送」について、通販業界や経済団

体等は、自前の安全教育を実施したり、改善基準告示を遵守するなどすれば営業

用トラックと同水準の安全が確保できるとし、ドライバー不足の解消等を理由に

運送事業者を介さない形で活用するなどの規制緩和を求めているが、2021 年６月

には、自家用トラックドライバーの飲酒運転により小学生が死傷する痛ましい事

故が発生したことなどをふまえ、強く反対するところである。ついては、「貨物運

送における自家用車の活用にあたっては、引き続き、一般貨物自動車運送事業者

の管理を行い、輸送の安全やドライバーの適切な労働管理等が守られることを前

提」とする貴省の見解を堅持されたい。 

また、「貨客混載」については、コロナ禍における宅配需要の急増に伴うドライ

バー不足等が生じている一方、旅客輸送では、外出抑制等による利用者減少から

経営が悪化し、サービス提供の維持が困難となっているケースがあることから、

経済団体より、双方が補完し合う「貨客混載輸送の全面解禁」についての要望が

示されているが、「貨客混載」を本格的に解禁するのであれば、貨物自動車運送事

業法等を完全適用すべきであると考える。 

貴省においては、「自家用トラックによる有償運送」および「貨客混載輸送」の

拡大」に対し、業界団体の意向を尊重するなど十分慎重に対応されたい。 

（11）宅配便事業を中心とする貨物軽自動車運送事業（軽貨物運送）について 

2022年６月に閣議決定された「規制改革実施計画」に基づき、同年 10月 27日、

「軽乗用車」についても貨物軽自動車運送事業の用に供することを可能とする通

達が施行された。しかし、個人事業主には労働時間規制がなく、委託事業者から

過度な個数の配達を請け負うことに伴う長時間労働が、事業用軽貨物車による重

大事故が増加傾向にある要因とも報じられている。安価な契約運賃で長時間労働

を余儀なくされるなど、これまでの一般貨物自動車運送事業と同様、安全に関す

る規制や過重労働に関して多くの問題を抱えているおそれがあり、また、流通経

路が変化する市場競争の中で、一般貨物自動車運送事業で進められている働き方

改革への影響が懸念されるところである。 

貴省からは、「貨物軽自動車運送事業者についても、運送契約に反する運送を繰

り返すなどの悪質事業者について、指導の対象としている。また、不適切な取引

がある場合における、法の働きかけ・要請・勧告については、貨物軽自動車運送事

業の荷主も対象に含まれている。」という回答があったが、20 万超の事業者に対

し、行政監査等を実施することは難しいと思われる。 

ついては、事業開始時や毎年１回程度、「自動車事故対策機構」の「運行管理者
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指導講習」に準じた安全講習の受講や「運転者適性診断」の受診を義務化する、さ

らには、届出の更新制を導入するなど事業法における規制強化について検討され

たい。  

 

２．自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議「直ちに取り組む施策」

および「自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府行動計画」について 

自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議で確認された「直ちに取

り組む施策」は、トラック輸送における取引環境・労働時間改善中央・地方協議会で

の議論経過も踏まえた、実効あるものと期待される施策が多数あり、大いに評価で

きる。ついては、政府行動計画の実施に際して、以下の施策を検討されたい。 

（１）政府は、働き方改革において副業を普及促進する方針であるが、ドライバーの場

合、副業によって休憩・休息のための時間の確保の状況の把握が困難となるおそれ

もあり、過去には、副業を起因としたトラックドライバーの睡眠不足から、多くの

死傷者を生ずる事故が発生している。また、労働時間の通算については労働者の自

己申告によるものであり客観的に通算する仕組みがなく、本業と副業の労働時間を

通算して過労死認定された事例もある。コロナ禍における業務量減少などによる賃

金収入の減少から、副業への就業を望む声もあるが、ドライバー等が副業を希望す

る主な理由は賃金所得の補填であり、まずは「標準的な運賃」等適切な運賃・料金

の確実な収受により、本業の賃金等を引き上げることが、必要と考える。 

 ついては、副業に関して、安全運行と過労運転防止等の観点から労働組合として

原則反対のスタンスであり、監督官庁としても、引き続き、事業者への注意喚起や

指導に取り組まれたい。 

 そして、例外的にドライバーが副業する場合においても、事業者の責任で本来業

務と合わせて改善基準告示に適合するよう強く指導されたい。 

 その際には、ドライバーのトラック、バス、ハイタク、運転代行にまたがる複数

業務の掛け持ちや、それを仲介する事業が横行することも懸念される。ついては、

運転免許証番号と法人マイナンバーを活用した、事業者に選任される運転者の行

政の登録制度（項目は現在の運転者台帳を想定）を創設するとともに、改善基準告

示については、各モードで最も厳しい項目を適用されたい。 

（２）適正取引構築のために 2017 年７月から荷主都合 30 分以上の荷待ちが「乗務記

録」の対象となったが、４トン以下のトラックにおいても長時間の荷待ちが常態

化していることから、ドライバーの労働環境改善や物流生産性向上を促進するた

めにも、記録義務化の対象を拡大するとともに、関係省庁との連携による荷主等

への周知に努められたい。 
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（３）パレット化による手荷役の削減については、「官民物流標準化懇談会パレット標

準化推進分科会」の中間とりまとめがなされ、2024 年に向けバラ積み解消が急務

とし、11 型パレットを推奨規格としたほか、今後についてはパレット利用実態の

把握を進め、パレット化実施済みの事業者も含めたパレット標準化に向けて、規

格（高さ・強度等）・運用（循環システム実現等）の両面で引き続き検討を行うと

していることから、荷主等に輸送の効率化などメリットの周知を強化することと

合わせ、着実かつ早急な実現に向けて取り組まれたい。 

(４）商品配送における「送料無料」表記については、消費者にとっての宅配便サービ

スの価値のみならず、トラック運輸産業に従事する労働者の地位を低下させる懸

念がある。以前には、「総合物流施策大綱（2013-2017）」に「消費者が物流コスト

を正しく認識しづらい」と記載されるなど、表記の是正に向けた動きも見られた

が、通信販売の需要が増加する中、同表記を使用する通販業者が再び増加してい

る。「持続可能な物流の実現に向けた検討会」においては、「送料無料」表記を見直

すべきであるとの意見もあることから、「送料込み」「送料元払い」など、費用負担

を認識できる表示への見直しに向けて取り組まれたい。 

 

３．運行管理業務の徹底について 

（１）第一種利用運送事業者（専業水屋）に対する事業法の適用等について 

第一種利用運送事業者 （専業水屋）については、貴省による実態調査に基づき、

事業者に対する貨物自動車運送事業の制度等に関する啓発や指導監督体制の強化

等が取り組まれているが、不適切な運送の依頼のみならず、多層取引による実運送

会社の収受運賃の低下が指摘されている。標準的な運賃が告示されたことから、過

度に低い運賃の支払いがなされていないか改めて実態把握するとともに、不適正

な実態が確認された場合は指導されたい。また、関係法令への理解不足に対しては、

第一種利用運送事業者についても、貨物自動車運送事業法の適用を図るとともに、

改善基準告示見直しについて周知・徹底に努められたい。 

（２）法令違反となる運送の依頼の禁止と罰則の創設について 

貴省が 2021年１月～３月に実施したトラック輸送状況の実態調査結果では、改

善基準告示に対する荷主の認知度は約 50％、荷主の配慮義務（働きかけ）に対す

る荷主の認知度は約 25％となっている状況を踏まえ、改めて、以下の事項につい

て検討されたい。 

① 発地から着地の距離および所要時間を勘案して、改善基準告示を遵守できない 

ことが明らかな運行の依頼を禁止されたい。 

② 運転者は、運行管理者の指示に基づき運送を行うことが、運行管理の原則であ 
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る。ついては、運送の依頼は、利用運送事業者と事業者間で行うことを明確化し、 

ドライバーへの直接の依頼を禁止されたい。 

（３）遠隔地での電話点呼の制限 

遠隔地での点呼については、より一層の安全を確保する観点から、改めて、以下

の事項について検討されたい。 

① 遠隔地における電話点呼は１の運行で１回までとし、その他の点呼は対面点呼 

（Ｇマーク事業者はＩＴ点呼可、他事業者も含めて点呼委託は可）を義務付けら 

れたい。 

② トラックステーション等における点呼業務の受託（運行管理資格者を配置）を 

可能とされたい。 

③ 車両の運行中においては事業所に運行管理者（補助者含む）の配置（業務の委 

託可）を義務付けられたい。 

（４）遠隔点呼（ＩＴ点呼）の導入 

遠隔点呼（ＩＴ点呼）については、現場から、夜間等における管理職の労働時間

削減という点で大いに役に立っているという声がある一方で、高齢により乗務か

ら外れた従業員の就業場所（点呼係等）の喪失や、夜間に無人となる事務所のセ

キュリティ強化が必要となるなどマイナス面の意見もある。特に、運行管理の面

では、画面での点呼となるためドライバーの顔色や体調が把握しづらいという意

見のほか、依然として、なりすまし等について、監査等による指摘がされるまで、

点呼が形骸化する事業者が増えるのではないかと懸念する声がある。遠隔点呼（Ｉ

Ｔ点呼）を導入した事業者については、早い段階で監査を実施するなど、適正な

運用がなされるよう、引き続き慎重に対応されたい。 

（５）乗務等の記録の保存期間の延長 

トラックドライバーの過労死等労災認定において、事業者の出勤簿等の管理が

不適切であるがゆえに、認定が困難となるケースや裁判となるケースが散見され

る。一方、運転日報等の乗務記録については、出勤簿等に比べて適切に管理され

ていることが多いが、労災認定に要する期間が長期化した場合、必要となった時

点で廃棄されているケースもある。ついては、現行１年となっている保存期間を

出勤簿等と同様５年間（当分の間は３年）とされたい。 

 

４．過積載・軸重違反の防止対策等について 

  過積載について、貴省が 2017 年 12 月より取り組んでいる「過積載車両の荷主対

策」により、荷主の関与が主要因となる違反が減少していることについては大いに

評価するが、貴省等の取り締まりによる違反件数は、一進一退の状況にある。 
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ついては、輸送の安全を確保するため、引き続き以下の措置を講じられたい。 

（１）過積載における「荷主対策の深度化」の実効性について説明されたい。また、過

積載や悪質な違法行為の防止に向けた取り締まりを強化するとともに、厳正な処

分を実施されたい。加えて、再発防止のために、使用者や荷主等の背後責任を追及

し、道交法を厳格に運用するなど対策を強化されたい。 

（２）国際海上コンテナの過積載や偏荷重等による事故防止に向けては、荷主や取次

事業者から運送事業者やドライバーへの重量、品目、梱包状態に関する情報提供

が不可欠であり、貴省においては、「国際海上コンテナの陸上における安全輸送ガ

イドライン」を策定し、コンテナ情報の伝達や荷主を含むすべての関係者の役割、

荷物ごとの荷姿例と積付け・運転時の留意事項等について定め、この浸透を通じ

て事故防止に努めるとしている。しかし、貴省が 2021 年 11 月に実施した実態調

査では、ガイドライン・マニュアルの認知度は、トラック事業者は９割を超えて

いるが、トラック運転者は約６割、荷主は約５割となっている。また、コンテナの

安全輸送に係る情報伝達の実施状況については、特に梱包情報について、荷主か

ら伝達されないと答えるトラック事業者が約４割となっており、事業者から伝達

されないと答える運転者が約８割となっている。こうした状況のなか、2021 年の

国際海上コンテナ輸送中の横転事故は、前年比８件増の 13件と急増している。ま

た、近年、死傷者数は増加傾向にあり、2021 年の死傷者数５人（死者２人、重傷

者３人）は、2009 年の７人以来 12 年ぶりの悪い記録となったとも報じられてい

る。 

ついては、「国際海上コンテナの陸上における安全輸送マニュアル」の周知につ

いては、運送事業者はもとより、荷主や取次事業者に対して強力に取り組まれた

い。また、荷主等の情報提供が不十分である際の違反や事故については、「荷主対

策の深度化」による働きかけや勧告を着実に実施し、再発防止に取り組まれたい。 

（３）特積み輸送においては、荷主による申告重量と実重量の差の累積が過積載の要

因となり得る。過積載運行が起因する重大な交通事故を防ぐためにも、運行車の

ターミナル出発時に検貫を実施することにより、取り締まり以前に過積載運行の

防止ができることから、事業者のトラックスケール（台貫）導入に対する費用助

成について検討されたい。 

（４） 前記のとおり、貴省等の取り締まりによる違反件数は、一進一退の状況にある。 

ついては、過積載防止および軸重違反防止のより効果的な手法として、自重計の

実用化と装着義務化について、検討されたい。あわせて、導入に対する助成や税

制優遇措置等についても検討されたい。 
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５．安全運転や事故防止に資する施策の推進について 

（１）ドライブレコーダーの普及促進について 

映像収録型ドライブレコーダーは、安全運転管理や自動車事故の未然防止に有

効な手段であり、昨今、社会問題化している「あおり運転」等の悪質な運転による

事故発生の原因究明や分析に必要不可欠なツールとなりつつあることから、一層

の普及促進に取り組むとともに、装着義務化について検討されたい。 

（２）衝突被害軽減制動制御装置の普及拡大に向けた施策について 

衝突被害軽減制動制御装置については、新型車および継続生産車への導入が義

務化されたことや、引き続き、対夜間歩行者・自転車検知等の高度化に取り組ま

れていることは評価する。しかし、加盟産別組合の調査では、ドライバー7,908名

のうち 6,153 名（77.8％）が「すべての営業用貨物自動車への装着が必要」と回

答していることから、使用過程車における前方障害物に対する警報装置の装着義

務化に取り組まれたい。さらには、装着車両への代替促進に取り組まれたい。 

（３）運転者の体調急変に伴う事故を防止するための対策について 

健康起因事故は増加傾向にあることから、引き続き、定期健康診断の完全実施

や、自動車運送事業者における脳血管疾患および心臓疾患・大血管疾患に係る対

策ガイドラインで推奨されている各種検査・検診等の普及促進に向けた指導を徹

底されたい。 

また、これらの検診等に対する助成措置を講じられたい。 

（４）車両総重量８トン以上、最大積載量５トン以上の貨物自動車におけるスピード

リミッターの不正改造については、貴省と警察等との連携により摘発に尽力いた

だいているが、不正改造車両の撲滅に向け、ネットオークションなどで不正改造

を助長する自動車部品の出品者には警察等との連携により摘発されるよう、取り

組みを強化されたい。また、2019年 12月にガイドラインが策定された「自動速度

制御装置」の早期導入に向けて、引き続き取り組まれたい。 

 

６．国際海陸一貫運送コンテナの安全運送および渋滞解消対策について 

（１）国際海上コンテナの過積載や偏荷重等による事故防止に向けては、荷主や取次

事業者から運送事業者やドライバーへの重量、品目、梱包状態に関する情報提供

が不可欠であり、貴省においては、「国際海上コンテナの陸上における安全輸送ガ

イドライン」を策定し、コンテナ情報の伝達や荷主を含むすべての関係者の役割、

荷物ごとの荷姿例と積付け・運転時の留意事項等について定め、この浸透を通じ

て事故防止に努めるとしている。しかし、貴省が 2021 年 11 月に実施した実態調

査では、ガイドライン・マニュアルの認知度は、トラック事業者は９割を超えて
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いるが、トラック運転者は約６割、荷主は約５割となっている。また、コンテナの

安全輸送に係る情報伝達の実施状況については、特に梱包情報について、荷主か

ら伝達されないと答えるトラック事業者が約４割となっており、事業者から伝達

されないと答える運転者が約８割となっている。こうした状況のなか、2021 年の

国際海上コンテナ輸送中の横転事故は、前年比８件増の 13件と急増している。ま

た、近年、死傷者数は増加傾向にあり、2021 年の死傷者数５人（死者２人、重傷

者３人）は、2009 年の７人以来 12 年ぶりの悪い記録となったとも報じられてい

る。 

ついては、改正「貨物ユニット（CTUs）の収納のための行動規範｣や改正 SOLAS

条約との整合性を図り即時対応するため、2012 年臨時国会において審議未了、廃

案となった「国際海陸一貫運送コンテナの自動車運送の安全確保に関する法律案」

を国内における安全輸送の根幹と位置付け、速やかに再上程し、成立されたい。 

（２）コンテナターミナルオペレーターおよびドライバーが海上コンテナの偏荷重を

認識した場合は、ターミナルと荷主の責任においてターミナル内で適正に積み替

える等の処理がなされるよう対策に取り組まれたい。 

（３）片荷、過積載コンテナを公道に出さない対策として、また、トラックドライバー  

  の作業負荷の軽減や作業時間短縮の観点から、加えて、貴省が 2021 年 11 月に実

施した実態調査では、トラック事業者、運転者ともに、メジャーの携行が５割以

下であることからも、コンテナターミナルのゲートに片荷・過積載がわかる偏載

監視装置付重量計を設置されたい。 

（４）福島第一原発事故による放射性物質の拡散が今なお続いている状況から、京浜

港での国費による各コンテナゲートに設置されている放射線量測定機と同様に、

労働者の健康被害を防ぐために全てのコンテナターミナルに放射線量測定機を設

置されたい。 

（５）港湾地区の渋滞状況の実態調査を行い、海上コンテナの渋滞緩和について、物

流の円滑化を図るため、長時間の路上待機や劣悪な労働環境の改善などの指導を

行われたい。 

（６）国際海上コンテナによるフレキシタンク輸送について、「危険物に関する規則の

省令」が規制緩和された結果、ドライコンテナによる輸送が増加し、液漏れ災害

や車両火災など重大事故が発生し、運転手並びに一般市民が極めて危険な事故に

巻き込まれる状況がある。国際海上コンテナにおける荷主や取次事業者から運送

事業者やドライバーへの重量、品目、梱包状態に関する情報提供については、前

述のとおり、不十分な状況が見受けられるが、フレキシタンクを用いた液体輸送

についてもドライコンテナの積載物としての事前情報がなかったり、コンテナ内
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の積み付け状態が確認できないことなどにより、陸上輸送における不安要因とな

っている。また、船社においては、フレキシタンクによる液体輸送を行う場合、一

定の強度が確認できるもの、非危険物、油を含まないもの等の条件を設けている。 

ついては、動植物油（液体）の国際海上コンテナ輸送については、タンクコンテ

ナでの輸送に限るよう改正されたい。 

 


